
日本政府のIT基本戦略で「IPv6を備

えたインターネット網への移行を推進す

る」と謳われたことなどをきっかけとして、

「IPv6」という言葉が一気に一般メディ

アに露出した2000年。2001年はこうした

方針表明が具体的な支援に変わり、追い

風となって、民間においても具体的な取

り組みが本格化した1年だった。

通信事業者が商用サービスを提供

まず目立ったのは、通信サービス事業

者によるIPv6対応の進展である。2000年

末の時点でIPv6サービスを展開していた

のは、IIJやNTTコミュニケーションズな

ど少数で、それも実験としてのものだっ

たが、 2002年 4月 末 時 点 では、 IIJ、

NTTコミュニケーションズ、日本テレコ

ム、パワードコムの4社が商用サービスを

提供。そしてニフティ、KDDI、JENS、

知多メディアスネットワーク、KMN、ア

ジアグローバルクロッシング、アバヴネッ

ト、メディアエクスチェンジも実験サービ

スを展開している。

IPv6接続サービスの提供形態は多様化

が進んでいる。一般的なのはIPv6 over

IPv4トンネリングやIPv6ネイティブ接続

サービスだが、パワードコムやIIJはレイ

ヤー2接続上でIPv4とIPv6の双方を提供

するデュアルスタックサービスを商用サー

ビスとして提供している。

個人向けのサービスも選択肢が増えて

き た 。 KDDIは 2002年 3月 中 旬 に 、

ISDNおよびPIAFS経由のリモートアク

セスでIPv6接続を提供する実験を開始し

た。IIJは、個人向けのADSLサービス、

光ファイバー接続サービスを通じてトンネ

リングによるIPv6接続の提供を開始する

とともに、これらサービスのオプションと

して2002年3月に提供を開始した「パー

ソナルドメインサービス」（独自ドメイン

名による個人向けウェブ、メールホステ

ィングサービス）のウェブ、DNSをIPv6

に対応させ、個人がIPv6で情報を発信で

きる環境を実現している。

また、無線インターネットプロバイダー

であるMISとの協力のもと、京都市内で

ボランティアによる無線LANアクセスポ

イントの展開を進めている「みあこネット

プロジェクト」は、IPv4、IPv6の双方に

よるインターネット接続実験を2002年3

月に実施。4月以降は同プロジェクトの会

員企業によるIPv6関連の実証実験を援

助している。

こうして日本は、IPv6対応の通信サー

ビス実用化においては、世界中で最も進

んだ国としての地位を不動のものとして

いる。今後はユーザーが意識することな

く、IPv4とIPv6の両方が自動的に提供

されるような通信環境がさらに整うこと

により、ネットワークカメラやIP電話機

をはじめとした多様な家庭内機器のIPv6

接続が促進されていくはずだ。

全国規模の実証実験が展開

平成 12年度補正予算では総務省に

「情報家電インターネットに関する研究開

発」（情報家電 IPv6化）として80億

5000万円が認められた。これを受け、大

学、家電メーカー、通信事業者、その他

IPv6関連企業などが参加して2000年に

設立された「IPv6普及・高度化推進協

議会」は、2002年1月より2002年3月に

かけて、全国的なIPv6の実証実験を展開

した。

この実証実験は、IPv6サービス提供中

の上記通信事業者に加え、イー・アクセ

スや有 線 ブロードネットワークス、

Panasonic hi-hoなど、多数のADSL、

FTTH、CATV業者の参加により、700

世帯近くを巻き込む大規模なものとなっ

た。情報家電のIPv6化がメインテーマで

あることから、IP電話機、VTRリモコン、

モバイルテレビ、PlayStation 2など、パ

ソコン以外のさまざまなIPv6対応端末の

利用が試された。

IPv6普及・高度化推進協議会は、こ

の実証実験のほかにも、アドレスポリシ

ーやDNSといった基本システムのIPv6化

推進やセキュリティー関連の問題に関す

る検討、海外との連携を進めている。

また、総務省は2002年4月から2003年

3月までにIPv6対応ルーターを購入する

電気通信事業者には税負担を軽減する

「IPv6支援税制」を打ち出した。これは、

法人税において12パーセントの特別償却

を認めるとともに、地方税については、

取得後5年度分の固定資産税の課税標準

を4分の3とするものだ。

アプリケーションの模索が続く

通信サービスとアプリケーションは、鶏

と卵の関係だと言われてきたが、上記の

ように、日本ではIPv6通信サービスが広

がりつつある。したがって、今後のかぎと

なるのはアプリケーションだという言い方

もできるだろう。

IPv6がIPv4に比べて明らかなアドバン

テージを発揮するのは、PCよりも、PC

以外の各種機器のネットワーク化におい

てである。とすれば、家電をはじめとした

各種機器のネットワーク化が進むことが、

すなわちIPv6の活用につながっていくと

考えられる。

家電業界は新たな付加価値実現の手段

として、製品のネットワーク化に大きな

関心を抱いてきた。ソニーは2001年5月、

米国のゲーム関連展示会、Electronic

En t e r t a i nmen t Expo（E3）で、

PlayStationをさらにネットワーク端末へ

と進化させていく計画であると宣言する

とともに、シスコシステムズからネットワ

ークスタックの提供を受けることを発表し

た。当初はIPv4プロトコルスタックのみ
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を使うが、IPv4、IPv6のデュアルスタッ

ク化を進めていくと発表している。

また、同月に、松下電器と日立製作

所は、ネットワーク家電を開発するため

の新会社を共同で設立すると発表した。

その後、東芝は「フェミニティ」という

名でネットワーク家電シリーズをリリー

スした。 このシリーズでは ADSLや

CATVなどを通じてインターネットに接

続された「ITアクセスポイント」と家電

製品、操作用の端末をBluetoothで結び、

レシピなどをはじめとする情報を東芝の

情報サービスから適宜ダウンロードして、

高度な使い方が実現することを1つの売

り物にしている。4月末現在では第1弾と

して冷蔵庫、電子レンジ、洗濯機が発売

されているが、将来はエアコンや照明機

器などを順次このシステムに組み入れて

いく予定としている。

ビジネスモデルの確立が課題

最大の課題はビジネスモデルの確立に

ある。家電メーカーは総じて、ネットワ

ークサービスによって自社製品に付加価

値をつけていくための仕組みについて模

索している段階だ。家電製品をネットワ

ーク化することによるユーザーメリットの

明確化、ユーザーにとって利用しやすい

メカニズムの開発、そして顧客囲い込み、

あるいはネットワークサービスからの収益

という形での、家電メーカーにとっての

ビジネスメリットを、並行的に検討して

いかざるを得ない。

2002年5月、Panasonic hi-ho、SAN-

NET、infoPepper、DTIといった家電

系ISPは、共同で「NonPCインターネッ

トコンソーシアム」を設立、PC以外の機

器のためのネットワークサービスに関する

共同研究を開始した。同コンソーシアム

のメンバーとしては、Sharp Space Town

とBIGLOBEも名を連ねている。NonPC

機器のためのコンテンツサービスの研究

と、IPv6ネットワークの共同利用検討が

当初の主な活動内容で、各社の家電開発

部門と連携しながらサービスを開発して

いく予定だ。決して恵まれていない経済

環境の下で、資源の共同利用を推進し、

こうした新世代サービスにかかるコストを

抑えていくこともテーマの1つである。

インターネットITSの実証実験

家電以外で期待される分野は自動車の

インターネット化である。よく取り上げら

れる例としては、慶応義塾大学SFC研究

所、トヨタ自動車、デンソー、NECが共

同で行っているインターネットITSの研究

がある。現在のカーナビゲーションシステ

ムや、その他の車用情報サービスは、リ

アルタイム情報の取得に関しては、GPS

やVICSを除けば携帯電話による通信に

頼らざるを得ない状況だ。しかし、2004

年には、東芝、NTTデータ、トヨタ自動

車などの出資によるモバイル放送が、主

に自動車をターゲットとしたデジタル衛星

放送サービスを開始する予定だ。これに

よって音楽や動画、その他のデータを大

量に車へ送り込むことができるようにな

る。一方で、無線LANホットスポットな

どの普及により、自動車からのデータや

データリクエストの送信もより自由に行え

るようになってくることが期待できる。

インターネットITSでは、ガソリンスタ

ンドで、1台1台の自動車に関するメンテ

ナンス情報を取得し、これに応じてサー

ビスを提案したり、駐車場の料金支払い

をインターネット決済で行ったり、タクシ

ーのインターネット化により配車を行った

り、道路混雑情報を取得したりする実証

実験が進められているが、こちらについて

もビジネスモデルが焦点となってきている。

コンビニエンスストアなどに設置されて

いるマルチメディア端末、CDショップで

広まっている試聴機、広く小売業界で使

われているPOSレジなどの端末において

も、IPv6によるインターネット接続によ

ってメリットのある仕組みを作れる可能性

が高い。

社会基盤としての利用が進む

こうした動きとは別に、社会インフラ

サービスのネットワーク化が、徐々に進

んでくることが考えられる。電気やガスの

検針、地方自治体による下水道のメンテ

ナンスへの適用などに、インターネット技

術が適用されていく際には、運用の容易

さからIPv4よりもIPv6が使われていくこ

とが考えられる。

IPv6については、過去1年にさまざま

な動きがあったが、総じて、具体的にビ

ジネスを考えていくべき段階に達したと表

現することができる。

（三木泉　IPv6マガジン編集責任者）
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出所　筆者作成（2002年5月20日現在）

資料4-4-1　日本国内における主なIPv6サービス

事業者名 サービス内容
IIJ 商用サービスとしてトンネリング、ネイティブ、デュアルスタックサービスを提供。IPv6対応メール、DNSも。
NTTコミュニケーションズ 商用サービスとしてトンネリング、ネイティブサービスを提供。
日本テレコム 商用サービスとしてトンネリングサービスを提供。
パワードコム 商用サービスとしてトンネリング、デュアルサービスを提供。
アバヴネットジャパン 実験サービスとしてトンネリング、ネイティブサービスを提供。
JENS 実験サービスとしてトンネリング、ネイティブ、デュアルを提供。トンネリングはADSLでも提供。
KDDI 実験サービスとしてトンネリング、リモートアクセスを提供。
KMN 実験サービスとしてデュアルスタックを提供。
知多メディアスネットワーク ケーブル業者。実験サービスとしてネイティブを提供。
メディアエクスチェンジ 実験サービスとして、ハウジング／レンタルサーバーのIPv6接続を提供。
みあこネットプロジェクト 京都における無線LANサービス実験。デュアルスタックを提供。
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